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ベースアップ評価料の「賃金改善中間報告書」に関する記載について 

（賃上げを令和 8 年 4 月または 5 月より開始したケースについて） 

 

 

ベースアップ評価料に係る報告書の記載方法につきましては、令和 8 年 6 月 26 日付け日医

発第 603 号「ベースアップ評価料の８月の報告に係る説明資料について」にてご案内申し上げ

たところです。 

ご案内のとおり、令和 8 年 6 月以降に令和 8 年度診療報酬改定後のベースアップ評価料を算

定している医療機関においては、令和 8 年 8 月中に「賃金改善中間報告書」の提出が求められ

ているところですが、今般、当該報告書の作成にあたりご留意いただきたい点について、次頁

のとおりご連絡申し上げます。 

つきましては、貴会会員への周知についてご高配賜りますようお願い申し上げます。 



ベースアップ評価料の「賃金改善中間報告書」に関する記載について 

（賃上げを令和 8 年 4 月または 5 月より開始したケースについて） 

 

令和 8 年度診療報酬改定後のベースアップ評価料を令和 8 年 6 月より算定している場合、中

間報告における賃金改善実施期間は、例えば、令和８年６月から賃上げを行う場合、同年６月

及び７月分の賃上げ実績を報告する必要があります。また、同年４月から賃上げを行う場合に

おいても、同年４月及び５月分の賃上げ実績ではなく、同年６月及び７月分の賃上げ実績を報

告する必要があります。（次頁の【参考】疑義解釈をご参照ください） 

この取扱いに基づき、実際に、厚生労働省ホームページに公開されている現時点のベースア

ップ評価料の届出様式（2026.06.19 更新 Excel ファイル）の（１）「賃金改善実施期間」に情

報を入力すると、以下のとおり表示されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の期間を入力すると、例えば、「Ⅴ-２」の「看護職員等（保健師、助産師、看護師及び

准看護師）の月額賃金総額にかかる事項」であれば、以下の赤線部分の数字が「５月」と自動

的に切り替わるように設定されております。 

 

 

 

 

 

 

 

この表示に従いますと、（17）に入力する令和 8 年 6 月時点の基本給等総額と（18）に入力

する令和 8 年 5 月時点の基本給等総額とを比較した値が（19）に示されることになりますが、

医療機関によっては、令和 8 年度診療報酬改定後のベースアップ評価料による賃上げを、令和

8 年 4 月または 5 月から開始しているケースもあり、こうしたケースにおいては、令和 8 年 5

月時点の基本給等総額と令和 8 年 6 月時点の基本給等総額の比較を行っても、賃金改善の実績



を出すことができないという状況が発生いたします。 

 

この点につきまして、厚生労働省と協議を行った結果、現時点で厚生労働省ホームページに

公開されている届出様式（2026.06.19 更新 Excel ファイル）の「様式 100」（別添 1・2）内に

表示される「令和８年５月時点」という記載は、賃上げを令和 8 年 4 月または 5 月より開始し

た医療機関においては、「令和８年 3 月時点」と読み替えることとなりましたので取り急ぎ情

報提供いたします。 

（例：Ⅴ-2（18）の欄には、令和８年 3 月時点の基本給等総額を入力することになります） 

なお、この取扱いにつきましては、厚生労働省より近日中に疑義解釈や様式の修正等により

周知される予定となっております。 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】 

令和８年５月８日 厚生労働省保険局医療課 事務連絡 

「疑義解釈資料の送付について（その５）」（別添２） 

（令和８年５月 12 日 日医発第 324 号（保険）にてご連絡済み） 

 

問６ 令和８年度診療報酬改定後の外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）等を６月から算定する

場合、毎年８月に提出する「賃金改善中間報告書」における、賃金改善実績期間は、いつ

になるか。 

 

（答）例えば、令和８年６月から賃上げを行う場合、同年６月及び７月分の賃上げ実績を報告

する必要がある。また、同年４月から賃上げを行う場合においても、同年４月及び５月分

の賃上げ実績ではなく、同年６月及び７月分の賃上げ実績を報告する必要がある。 


